















Nuclear issue of North Korea is one of the most difficult regional security issues and has,
strong impact on Japan's security. Firstly I will show the historical background and sequence
of this issue. Then I examine the policy under the Bush Administration leading to the
six-party talks. Thirdly, I analyze four possible options for resolving the nuclear issue, and
finally I touch upon the argument that Japan may go nuclear because of nuclear threat from
North Korea. I conclude that peaceful settlement of the nuclear issue is indispensable and it
also calms down the argument for Japan's nuclearization.






































































































































































































































































































































ま'tZ、 Ted Galen Carpenterは、 CATO Institute, Foreign Policy Briefing, No. 73 "Op-
tions for Dealing with North Korea" January 6, 2003において、北朝鮮問題の解決のオプ
ションとして、 1994年のような政策、先制攻撃、経済制裁を検討して、これらをすべて否定
し、新たなオプションとして、 「もし北朝鮮がその核兵器計画を放棄しないならば、米国は韓
国および日本に対して、核武装するという自らの決定をとるよう奨励する、ということを米
国は北朝鮮に伝えるべきである」と主張している。
さらに、米国においては、北朝鮮が核武装すれば、当然に日本を含む近隣諸国が核武装す
るであろうというドミノ理論が主張されている。
米国での日本の核武装に関する主張は、日本は積極的に核武装すべきであるとか、するで
あろうという主張ではなく、 1つは中国に対して、北朝鮮問題に真剣に取り組むよう仕向け
るためのものであり、そうしなければ日本も核武装し、中国にとってマイナスになるという
主張である。.もうひとつは、北朝鮮に対する圧力として、核を放棄しなければ近隣諸国も核
武装し、北朝鮮の優位は維持できなので、妥協すべきであるという主張である。
2　日本での議論
日本では、 2002年5月に安倍官房副長官が早稲田大学での講演で、日本が防衛用の小型の
核兵器を持つことは憲法上禁止されていないという従来の政府解釈を述べ、それに関連して、
福田官房長官が、憲法の改正が議論されるようになっているので、非核三原則の改正もあり
えないわけではないと発言した。これは、北朝鮮に言及するものでもなく、また日本は核武
装すべきであるという主張でもないが、この時期に政府の中心人物がこのような発言を行っ
たこと自体が重要であろう。
しかし、小泉首相を含め、これは仮定的な問題を理論的に述べただけであるという説明が
広く行われ、結果としてこれらの発言は大きな問題とはならなかった。これは1999年に西村
真悟防衛庁副長官が、日本の核武装について議論を始めるべきだと述べ、その翌日にそのポ
ストを辞任せざるを得なかった事態とは対照的である。発言内容が直接的でなかったという
違いはあるが、全体の対応がそれほど厳しいものではなく、核武装に対する日本全体の認識
が変化しつつあることが示された。
その後、研究者、評論家、政治家の中からも、北朝鮮の対応に対するフラストレーション
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もあり、日本は自ら核武装すべきであるという主張が広く行われるようになった。そこには、
米国との関係につき、日本は米国とは独自の路線を歩むべきであるというナショナリスティ
ックな考えから、日米同盟を支持しながらも、米国がいざというときに東京のた釧こサンフ
ランシスコを犠牲にすることはありえないので、独自の核を持つべきだとする考え、あるい
は米国の核を支持しながらも追加的なものとして日本の核武装を主張するものまで、さまざ
まである。
西原正防衛大学校長は、2003年8月14日のワシントン・ポスト紙の"NorthKorea's Trojan
Horse"と題する寄稿において、 「米国との不可侵条約の締結という北朝鮮の提案が、重要な
米国政策決定者の間でまた他の影響力ある人々のあいだで支持を得ているように見えるのは
遺憾なことである。そのような条約は、実際には、米軍の韓国からの撤退、さらに日本が独
自の核兵器を展開するための正当化へと導くものになるであろう」と述べた。
これは不可侵条約を締結した結果、北朝鮮が生物化学兵器で日本を攻撃した場合に、米国
は日米安全保障条約による援助を行えなくなるという論理である。直接的には、日米同盟が
重要であり、それを損なうような条約を北朝鮮と締結しないよう米国に呼びかけるものであ
る。しかし、間接的には、北朝鮮の核問題をめぐって、日本も核武装の準備なり議論なりを
すべきであることを主張している。
このように、日本における議論は、北朝鮮の核開発を主原因とし、北朝鮮の脅威にどう対
応するかという側面から議論されている。
3　日本核武装の議論
日本は核武装すべきか否かを考える場合には、緊急の課悪である北朝鮮の核問題にいかに
対応するかという現在の問題に即して考えることが必要であることは間違いないが、それだ
けでなく、もっと広いかつ長期的な観点からも検討することが必要である。
第1に、短期的視点として核武装が主張されているのは、軍事的および政治的に北朝鮮の
核脅威への対応としてである。米国での主張は、主として中国への圧力としてまたは北朝鮮
への圧力として語られている。日本では、基本的には北朝鮮の脅威への対抗策として考えら
れている。日本が核兵器をもてば、北朝鮮との交渉において、あるいは北朝鮮の関係一般に
おいて、日本も対等の立場で今まで以上の強い要求を出すことができ、北朝鮮の瀬戸際外交
に対抗することができ、北朝鮮から譲歩を引き出すことができる、という考えである。政治
的道具としての核兵器が一定の役割を果たす可能性があることは認められるかも知れない.
次に、日本の核武装が日本独自の核抑止を形成し、日本の安全保障に有益であるという主
張がある。この考えは北朝鮮に対して抑止が作用するとの前提で議論されており、北朝鮮に
は抑止はきかないという考えとは区別される。日本の核抑止が作用するとすれば、現在の米
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国の核抑止がどうして作用しないのか説明する必要がある。これには、米国の核抑止は必ず
しも信用できないという考えと、ある程度信用できるが、追加的に日本の核抑止力をもつの
が好ましいという考えが存在するだろう。
短期的にかつ北朝鮮の脅威に限定して日本の核武装論を検討すれば、一定のメ1)ットが認
められるかも知れない。しかし、もっと広範にかつ長期的な観点から、この間題を検討する
ことが不可欠である。以下において、国際社会全体との関係、米国との関係、アジア諸国と
の関係を検討する。
第1に、日本の国際社会における状況を検討することが必要である。日本はこれまで、平
和国家として最小限の防衛能力しかもたないし、核兵器は持たないという政策を基礎に、国
際社会の協力体制を拠り所として、 _日本の平和と繁栄を享有してきた。平和な国際情勢が日
本の生存に不可欠であり、各国との協調関係を基礎に日本は経済大国としての地位を獲得し
てきたのである。小さな島国であり、またエネルギー資源をほとんど国内にもたず、食料も
大量に輸入しているが、それは平和な国際環境の中においてのみ可能なのである。
日本が核武装すれば、日本は核不拡散条約から脱退することになり、 IAEA保障措置もす
べて適用されなくなる。それは北朝鮮が実際に行ったことであり、日本がならず者国家にな
ることを意味するかもしれない。北朝鮮の場合とは異なり、日本の脱退は核不拡散体制その
ものに対して決定的な打撃となる可能性がある。それは日本の国際的な孤立を招くであろう。
また核武装すれば、各国との原子力平和利用協力協定も失効し、日本の原子力はストップ
することになり、日本のエネルギー資源は大幅な削減を余儀なくされる。さらに多くの国と
敵対的な関係に入る可能性が高く、その場合には経済制裁が発動される可能性もあり、日本
のように多くの資源を輸入に依存している場合には、国家の存立すら危機に瀕するようにな
るかもしれない。
したがって、日本が核武装しつつも現在の日本の平和と繁栄を失わないためには、国際社
会全体から、日本の核武装を承認してもらうことが必要になるが、現状ではそれはまったく
不可能なことである。
第2に、米国との関係を検討すべきであり、米国の専門家が、日本の核武装の容認を語る
のは、中国に対する圧力として、または北朝鮮に対する圧力として、仮設的に語っているの
であり、日本の核武装を正面から是認しているわけではなことを理解すべきである。さらに
彼らの意見は政府の正式の見解ではなく、個人的なもので米国内でどれだけの支持があるか
も明確ではない。
1つの側面は、米国は不拡散をその外交政策の最優先課題としており、さらに強硬な手段
として対抗拡散(counterproliferation)をも主張している国である。 1960年代からの核不拡
散の議論をリードしたのも米国であり、ソ連と共同で核不拡散条約の成立に努力したが、条
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的成立当時の直接の目的は、ドイツや日本の核武装を防止することであった。このように、
核不拡散体制の主唱者である米国が日本の核武装を容認するのかという問題がある。
確かに米国はイスラエルの核武装を容認しており、特にプッシュ政権になってからは、外
交政策の基準が国際法に従うよりも、自国にとって短期的に利益かどうか、また自国の味方
か敵かといった観点から決定されるようにもなっているので、日本は味方であり、敵である
北朝鮮の核問題解決に必要であるという判断が下される可能性は、ほとんど考えられないが、
まったくない訳ではない。しかし、それは、核不拡散体制の崩壊へと導くきわめて危険な選
択であり、米国が日本の核武装を容圃するとはほとんど考えられない0
もう1つの側面は、日本が核武装を実施し自らの核抑止を構築しようとすることは、一方
において米国の核抑止が信頼できない、あるいは不十分であるというメッセージを米国に送
ることになる。これまでの日本の防衛政策は、核兵器による威嚇に対しては米国の核抑止力
に依存するというものであり、この政策からの大きな転換となり、日米安全保障条約に基づ
く日米同盟の根幹を疑問視することになる。日本は日本の安全保障政策の中心の1つに日米
同盟を位置付けてきたが、日本の核武装は、日米同盟に対する日本からの異議申し立てであ
り、米国がそれをどう受け止めるかが問われなければならない。米国は、日本からの異議申
立てに対して、在日米軍の撤退あるいは日米同盟の解消といった強硬な対抗措置をとるかも
しれなし')。そうなれば、日本の安全保障は逆に弱体化すると考えられる。
歴史的にも同盟関係は変遷していくものであり、未来永劫に日米同盟に日本の安全保障を
委ねる必要は必ずしもないとしても、現在の状況で日米同盟を損なうことは賢明ではないと
考えられる。
第3に、アジア諸国との関係を考えると、日本の核武装化はアジア諸国から大きな反発を
受けるものと考えられる。第2次世界大戦およびそれ以前の日本の軍事行動やその後の対応
に関連して、アジア諸国は日本の軍事化にはきわめて敏感である。これまで日本は専守防衛
であるとか、軍事大国にならないといった方針を繰り返し表明し、アジア諸国の危快を払拭
する努力を行い、東アジアの安全と安定を維持することが日本の利益になると考えてきた。
このような経過からして、日本が核武装することはアジア諸国との関係をきわめて悪化さ
せるものであり、韓国や台湾の核武装化を誘引する可能性もあり、東アジアの情勢はきわめ
て不安定なものになるであろう。
このように、日本の核武装は、短期的にまた北朝鮮との関係のみに限定すれば、一定の政
治的かつ軍事的意味合いを持つかもしれない。しかしもっと広くかつ長期的に検討すれば、
上述のメリットを何倍も上回るデメリットが発生する可能性がきわめて高い。すなわち、日
本の平和および繁栄が大きく損なわれる可能性がきわめて高い。
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北朝鮮の核問題は現在進行中であり、この間題の解決に向けてのシナリオは予断を許さな
いが、残された選択肢は話し合いによるものしかなく、かつ相互性と段階性をともなった包
括的な解決が追求されるぺ-きであろう。北朝鮮の核問題が平和的に解決されることによって、
日本の核武装に関する議論も意味を失い消滅するであろう。また逆に日本の核武装の議論を
無意味なものにするためにも、北朝鮮の核問題の早期の平和的解決が追求されるべきである。
